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平成22年度　会計別決算状況	 （千円以下切り捨て）

会　　計　　名 歳 入 総 額 歳 出 総 額

一　般　会　計 239億9,476万円 228億1,878万円

特　

別　

会　

計

国 民 健 康 保 険 59億3,092万円 58億6,729万円

老 人 保 健 82万円 82万円

後 期 高 齢 者 医 療 4億7,100万円 4億7,045万円

介 護 保 険 45億9,095万円 42億6,244万円

公 共 下 水 道 事 業 3億9,764万円 3億9,106万円

生活排水処理事業 7,999万円 7,867万円

水道事業（収益的） 5億5,362万円 4億8,647万円

歳出合計
228億1,878万7千円

積立金
13億2,144万3千円（5.8％）

消費的経費
112億1,540万1千円
（49.2％）

投資的経費
49億1,473万2千円
（21.5％）

その他
66億8,865万4千円
（29.3％）

人件費
33億7,993万円
（14.8％）

物件費
22億9,787万3千円
（10.1％）

維持補修費
1億9,983万5千円
（0.9％）

扶助費
34億602万4千円
（14.9％）

補助費等
19億3,173万9千円
（8.5％）

普通建設事業費
41億871万円
（18.0％）

災害復旧事業費
8億602万2千円
（3.5％）

公債費
31億343万8千円
（13.6％）

繰出金
22億6,377万3千円
（9.9％）

　市民一人　あたりの
　　貯金と　借金
　　　 貯　金	 186,000円
　　　 借　金	 703,000円

　　基金 ( 貯金 ) 総額	 75億6,476万円
　　市債 ( 借金 ) 総額	 285億1,552万円

 ※�一人あたりの金額は，	 平成23年3月末現在の
人口40,529人で除	 した額

　（一般会計と特別会計	 を含む）

○歳出関連用語解説
消費的経費
　�市政を運営するために毎年必ず確
保しなければならないお金（家庭
で考えると，食費や光熱水費，交
通費など）

投資的経費
　�建物，道路等建設に関する経費
　毎年規模や額は変わる
　（�家庭で考えると，地デジなどのテ
レビ購入，家の増築など）

その他
　�公債費の元金や利息の返金，特別
会計運営のための支援など
　（�家庭で考えると，家や車代のロー
ン返済金，貯金の積立など）

扶助費　
　�高齢者・障害者等に対する援助費
等福祉及び教育支援経費など

今後に生かせ!
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歳入合計
239億9,476万2千円

分担金及び負担金　2億8,517万2千円（1.2%） 
使用料及び手数料　2億7,791万円（1.2%）

市税
29億2,367万円 
（12.2%）

自主財源
43億8,416万3千円
（18.4％）

依存財源
196億1,059万9千円
（81.6％）

繰入金
2億4,256万8千円（1.0%）
財産収入
1億4万1千円（0.4%）
寄附金
4,382万3千円（0.2%）
繰越金
2億1,047万2千円（0.9%）
諸収入
3億50万7千円（1.3％）
地方譲与税
2億9,464万1千円
（1.2%）

・利子割交付金　954万2千円（0.0%）・配当割交付金　127万3千円（0.0%）・株式等
譲渡所得割交付金　136 万 2 千円（0.0%）・地方消費税交付金　3 億 4,042 万 9 千円
（1.4％）・ゴルフ場利用税交付金　1,661万1千円（0.1％）・自動車取得税交付金　4,309
万6千円（0.2％）・国有提供施設等所在市町村助成交付金　82万1千円（0.0％）・地方
特例交付金　5,625万7千円（0.2％）・交通安全対策特別交付金　764万8千円（0.0％）

地方交付税
99億5,791万5千円
（41.5％）

国庫支出金
27億1,052万5千円
（11.3％）

県支出金
25億2,377万9千円
（10.5％）

市債
36億4,670万円
（15.2％）

決算認定!!
　平成22年度一般会計・国民健康保険特別会計など，８会計の決算は
閉会中の12日間にて決算審査特別委員会（委員13名）を開催し，慎
重に審査を行いました。審査の結果，10月31日の第２回臨時会にお
いて報告され，いずれも原案のとおり認定しました。
　12月定例会は，12月５日に開会し，12月26日閉会しました。
　定例会では，宮崎県都城市との定住自立圏の形成に関する変更協定
の締結及び指定管理者の指定，平成23年度予算の補正に関するものの
他，報告１件，議案29件，陳情１件，発議２件などを審議・議決しま
した。また，陳情１件については継続審査となりました。

　市民一人　あたりの
　　貯金と　借金
　　　 貯　金	 186,000円
　　　 借　金	 703,000円

　　基金 ( 貯金 ) 総額	 75億6,476万円
　　市債 ( 借金 ) 総額	 285億1,552万円

 ※�一人あたりの金額は，	 平成23年3月末現在の
人口40,529人で除	 した額

　（一般会計と特別会計	 を含む）

○歳入関連用語解説
自主財源
　�市税を始め，使用料や手数料など
市が自主的に収入する財源のこと

　（�家庭で考えると，給料や土地等の
支払収入など）

依存財源
　�地方交付税や国・県支出金など国
や県から交付される財源のこと

　（�家庭で考えると，家や車代のロー
ン，児童手当等の市や国からの支
援，農業等への国からの補助金の
こと）

地方交付税
　�所得税など国が徴収した税金の中
から市の財政状況に応じて交付さ
れるお金

市債
　�市の借金のこと。大きな事業を行
うため国や金融機関から借り入れ
るお金

平成22年度
　 歳出総額343億円
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　曽於市の各施設について、指定期間が平成 24 年３月 31 日で満了になることから、引き続きそ
れぞれの団体へ指定管理者を決定しました。

施　設　名 所　在　地 指定管理者

1 曽於市下水道浄化センター 末吉町二之方577番地 （株）大隅衛生曽於

2 メセナ住吉交流センター 末吉町二之方2971番地1 （株）メセナ末吉

3 岩川地区農業構造改善センター 大隅町中之内9146番地 岩川校区公民館

4 大隅南地区構造改善センター 大隅町月野8949番地1 大隅南校区公民館

5 大隅農村環境改善センター 大隅町岩川2828番地3 菅牟田校区公民館

6 清流の森大川原峡 財部町下財部6472番地 曽於市森林組合

7 財部交流館 財部町南俣11219番地 （社）曽於市シルバー人材センター

8 財部南地区公民館 財部町南俣5323番地 財部南校区公民館

9 財部北地区公民館 財部町下財部6650番地 財部北校区公民館

10 財部中谷地区公民館 財部町下財部5086番地2 財部中谷校区公民館

11 大隅高齢者コミュニティセンター 大隅町中之内6080番地1 笠木校区公民館

12 須田木地区青少年館 大隅町須田木1416番地 下須田木自治会

13 大谷地区青少年館 大隅町大谷4211番地1 大谷地区こども会育成会

14 折田地区青少年館 大隅町中之内2987番地1 折田自治公民館

15 光神地区研修センター 末吉町諏訪方282番地 光神校区公民館

16 檍地区青少年館 末吉町南之郷4063番地 檍校区公民館

17 東部地区青少年館 末吉町南之郷1615番地3 東部地区公民館

18 岩北地区研修センター 末吉町岩崎3661番地1 岩北校区公民館

19 北部地区青少年館 末吉町深川5914番地4 深川村づくり連合会

20 岩南地区研修センター 末吉町岩崎2087番地1 岩南校区公民館

21 西部地区研修センター 末吉町諏訪方7833番地3
西部地区公民館

22 末吉高松イベント広場 末吉町諏訪方7834番地1

23 柳迫地区研修センター 末吉町深川3669番地5 柳迫校区公民館

24 北部地区研修センター 末吉町二之方298番地2
北部地区公民館

25 末吉寺田コミュニティ広場 末吉町二之方298番地1

26 南部地区青少年館 末吉町二之方2924番地7 南部地区公民館

27 養護老人ホーム清寿園 末吉町二之方3990番地3 （福）輪光福祉会

28 曽於市民プール 末吉町二之方2338番地 （株）メルヘンスポーツ　　　　

29 曽於市末吉老人福祉センター 末吉町諏訪方8468番地 （福）曽於市社会福祉協議会

※指定期間は、平成24年4月1日から平成29年3月31日までの5年間です。
　�ただし末吉老人福祉センターについては、現在計画されている健康増進施設の建設見込みに伴い、平成

25年3月31日までの1年間となっています。


